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Ⅰ．本稿の目的

１．州不法行為法改革に至る経緯

現在のアメリカ不法行為法は、①州不法行為法

改革と連邦製造物責任法案審議の進展、②たばこ

訴訟などの大規模不法行為訴訟解決への模索、と

いった２つの問題を中心にダイナミックな展開を

みせている。アメリカ不法行為法については、従

来、連邦法案審議の状況を中心に論じられること

が多かったが、不法行為法分野における代表的法

理は州制定法や州の判例によって形成されてきた

経緯があり、州法の展開について十分な検討を行

う必要がある。

本稿は、州不法行為法改革を含めた上記２つの

問題を中心として、現在のアメリカ不法行為法の

展開を論ずることを目的とする。

連邦国家であるアメリカ合衆国は、各州がＥＵ

における独立国家と同様、独自の立法、行政、司

法権を有しており、連邦政府が州政府に対して排

他的に権利を行使できる事項は、外交、軍事など

憲法に明記された事項に限定される。本稿で論ず

る連邦製造物責任法（以下「連邦ＰＬ法」という）

に関係する不法行為損害賠償法分野は、歴史的に

州の規制権限（police power）1 に服するものとさ

れており、不法行為に起因する損害賠償請求は、

州の制定法または判例法に従い解決されてきた。

しかし、現代の消費社会において製造物が州を越

えて流通し、州際通商が増加することになると、

同一州内での製造者と消費者という法律関係では

解決されない問題が生じてくる。このような状況

において、各州の法制度に相違があると、各州間

の不法行為法の相克という問題が生じ、裁判管轄

権をめぐる争いも生じてくる。また、各州の法制

度が異なることにより、被害者は原告に有利な法

廷地を求めて訴訟を提起しようとする行動に出る。

いわゆるフォーラム・ショッピング（法廷地漁り）

という現象であり、製造物責任の場合、被告であ

る製造者にとっては、潜在的な損害賠償金支払い

の脅威だけではなく、訴訟費用等を含めた応訴費

用は莫大なものになる。

このような背景において、製造物責任法分野で

は、製造者の被る損害賠償責任を担保する責任保

険の保険料が高騰することにより１９８０年代に

は、製造者は十分な保険担保を得ることが困難に

なるという状況があらわれた。これが、過去２度

の保険入手危機といわれる状況であり、保険入手

危機がアメリカの医療機器業界をはじめとした特

定産業の存立を困難にし、国民経済に大きな影響

を及ぼすものとして、司法制度改革 2が進展してき

た。

アメリカにおける司法制度改革の一環としての

不法行為法改革は、製造者に対する「いきすぎた」

責任を課す傾向に歯止めをかけ、製造者の責任を

一定限度に抑制することによって、製造者に予測

可能性を与えようとする目的がある。司法制度改

革は、主として大企業製造者を支持基盤とする共

和党により推進され、消費者や法廷弁護士に支持

される民主党がこれを阻止するという政治的対立

の構図の中に組み込まれてきた。

しかし、既に大多数の州で何らかの不法行為法

改革が行われており、相当程度の法的統一と、責

任の制限が行われるようになってきた。州不法行

為法改革においては、①連帯責任の制限、②非経

済的損害賠償の制限、③懲罰的損害賠償の制限、

などが主要な争点となり、不法行為法改革を行っ

た州の多くで、これらの規定を州制定法の中に組

み込んでいる。



２．連邦制定法と州法をめぐる争い

一方、各州の間には、法的不統一があり、連邦

法で統一的な基準を設けることが必要であるとし

て、連邦法の制定が繰り返し試みられている。従

来までの会期における連邦法案については、類書

において既に相当程度論じられているので、本稿

では、特に前第１０４議会以降の動向を中心に論

述する。

１９９４年の中間選挙で共和党が上下両院で多

数を占めるところとなったことから、不法行為法

改革の焦点が州から連邦に移ったとみることがで

きる。特に、司法制度改革が、共和党下院の「ア

メリカとの約束（the contract with America）」

の象徴的な項目になったこともあり、前第１０４

議会では上下両院法案の可決というところまで進

んだとみることができよう。

しかし、繰り返し提案されながら連邦法として

企業の責任を制限する立法が拒絶されてきた歴史

的経緯とその理由について考える必要がある。製

造物責任を連邦法で制限しようとする試みは、州

の立法権との関係で鋭く対立するものであり、州

の独立性を侵害するものであるとの有力な反対意

見がある。前述したように、不法行為法分野は、

伝統的に州の規制権限に属する問題であるとの考

えが強く、統一的な連邦法を制定することには、

強固な反対がある。州間の法的不統一があるとは

いえ、相当程度の統一と責任の制限が行われてき

ており、敢えて連邦法を制定する必要があるのか

といった疑問もあるだろう。

但し、広義の不法行為法分野の連邦法として、

企業の責任を一定限度に制限するものとして、原

子力法の一部を構成するプライス・アンダーソン

法 3（以下「ＰＡ法」という）の存在がある。原子

力事故に起因したＰＡ法の適用をめぐる裁判にお

いて、不法行為法分野における連邦法の専占が繰

り返し争われてきており、連邦ＰＬ法に内在する

問題を検討する上で有益であると思われるので、

ＰＡ法に関連した代表的な判例をこのような観点

から取り上げる。

３．現在の不法行為法に内在する問題

連邦ＰＬ法をめぐる問題点の多くは、既に、州

不法行為法改革の過程で議論されているものであ

るが、最近の裁判動向を参照しつつ論点を整理す

ると、①陪審裁判制度と懲罰的損害賠償の制限を

めぐる問題、②連帯責任の制限をめぐる問題、③

アスベスト、たばこ訴訟に代表される大規模訴訟

及びクラス・アクションの制限をめぐる問題、の

３点を指摘しうると思われる。

これらの問題は、今後日本におけるＰＬ法の進

展にも影響してくるものと思われるので、日本に

おけるＰＬ法の解釈とも関連づけながら論じてみ

たい。なお、本連邦ＰＬ法案では、②の連帯責任

の制限に関しては規定をおいておらず、非経済的

損害に対する連帯責任も免除されないことになる。

この問題に関しては、消費者の利益擁護に配慮し

たものといわれており、州法に委ねられたものと

みることができよう。

本稿では、連邦ＰＬ法案の検討に入る前に、前

述の州不法行為法改革の状況について論述し、問

題点を明らかにしたい。その上で、現在の連邦Ｐ

Ｌ法案の主要な条項に関してその概要と問題点を

論述する。さらに、アスベスト訴訟に関連した連

邦最高裁判決を検討することによって、特に上記

③であげたような、今日問題となっている大規模

不法行為訴訟の解決に関しては依然問題が残るこ

とを指摘してみたい。

Ⅱ．州不法行為法改革の動向

１．州不法行為法改革の進展

（１）州不法行為改革法における主要改正事項

１９８０年代以降、繰り返し連邦議会に不法行

為改革法が上程されながら不成立に終わっている

一方、多くの州で不法行為法改革が進展している

ことは上述したとおりである（図表１参照）4。
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《図表１》州不法行為法改革の進展と内容

改革法制定州主 要 改 正 事 項        

１９９６年 １９８９年

連帯責任法理（Joint and Several Liability）の修正 ３４ ２８

非経済的損害賠償額（Non-Economic Damages）の制限 １０ １２

副次的給付非控除規則（Collateral Source Rule）5の排除 ２１ １９

懲罰的損害賠償（Punitive Damages）の制限的運用 ３１ ２８

包括的ＰＬ改革法（Comprehensive Product Liability）の制定 ６ －

（出所）１９９６年末について、アメリカ不法行為法改革協会（American Tort Reform Association : ATRA）、

１９８９年末については、安田総合研究所「製造物責任［第２版］」（有斐閣、１９９２年）１６８頁以下

上記の表から明らかなように、改革法を成立さ

せた州の多くは、連帯責任法理の修正、懲罰的損

害賠償の制限的運用を法制化しており、１９８９

年に比較しても法制化している州が増加している。

一方、非経済的損害に対する賠償責任額の制限や

副次的給付非控除規則の排除等はほとんど変化が

ない。しかし、現在連邦議会でも議論されている

法的問題を何らかの形で立法の中に取り入れてい

ることがわかる。

(２)最近の不法行為改革法における法の明確性の

欠如

さらに、今日、興味深い現象が生じている。す

なわち、州不法行為改革法に対して州裁判所が違

憲判決を下すケースが目立っていることである。

これは、不法行為改革法により被告の責任を制限

することが原告の権利を侵害することになるとの

理由の他、改革法案審議の過程で、立法推進派と

消極派との妥協の産物として、法案内容が修正さ

れ、複雑かつ曖昧な条項になり、法の明確性が失

われていることも一因として考えられる。

１９９７年に成立したアラスカ州の改革法は法

の明確性を欠く一つの例である。同法は、１９９７年

８月７日より施行されており、懲罰的損害賠償、

非経済的損害賠償に対する制限額を設定している

が、法の規定が極めて複雑なものとなっている。

すなわち、非経済的損害賠償額は、年間８，０００

ドルに想定余命年数を乗じた金額と４０万ドルの

いずれか大きい額に制限される。但し、被害者が

重傷を負ったり、重大な後遺障害が残った場合には、

非経済的損害賠償額の制限額は、年間２５，０００

ドルに想定余命年数を乗じた金額と１００万ドル

のいずれか大きい額となる。

さらに、懲罰的損害賠償額は、５０万ドルか経

済的損害額の３倍のいずれか大きい額に制限され

る。しかし、非経済的損害賠償額と同様例外規定

があり、契約等の経済的取引行為に基づく訴訟の

場合には、７０万ドルか経済的損害額の４倍のい

ずれか大きい額となる。また、雇用関連訴訟の場

合の懲罰的損害賠償額は、雇用者数に応じて２０

万ドルから４０万ドルまでの間に制限される。具

体的な適用規定は下位規範に委ねられ、条文上の

明確性が失われている。

２．オハイオ州不法行為法改革の検討

本稿では、１９９７年１月より施行されている

オハイオ州の不法行為改革法の内容を検討する。

同州法は、州不法行為法改革に関する代表的な論

点に関して多くの規定をおいており、現在のアメ

リカ不法行為法改革の動向を知る上でのモデルケ

ースとして位置づけられる。

(１)オハイオ州不法行為法改革へ至る経緯

オハイオ州では既に、１９８７年に不法行為改

革法（旧法）が成立し施行されていたが、当該法

律に対する州最高裁判所による違憲判決が相次い

だ 6ことや、他州で不法行為法改革が進展していた

こと 7、さらに、現状の民事司法制度に対する州民

の不信が高まってきたことから、新たな不法行為

改革法（Ohio Revised Code：ＯＲＣ）が提案され

可決された 8。



実際、州民に対する世論調査の結果、８０％の

州民が新たな不法行為法改革を支持しているとさ

れた。オハイオ州の場合は、不法行為訴訟におけ

る法外な損害賠償金が、被害者の損害の回復を目

的とする不法行為法の有する適法性を損ない、特

に製造物責任の場合、このような状況が製品価格

の上昇をもたらすというものであった。連帯責任

法理の修正を中心に従来法に比較して、被告の責

任を制限する方向への改革例と考えられる。

(２)オハイオ州不法行為改革法の主要条項

他の州の一般的な不法行為改革法同様、民事訴

訟全般を対象として、連帯責任の制限、非経済的

損害賠償額の制限、懲罰的損害賠償額の制限等が

主要な規定であるが、その他責任法理、法定責任

期間（Statutes of Repose）に関する規定もある。

以下に、その内容について、旧法との比較を含め

て検討する。

①連帯責任の制限

連帯責任とは、原告（被害者）の被った損害に

対し、２人以上の者が関与することによって個々

の被告が損害額全額に関する責任を負うとともに、

原告は被告のいずれに対しても損害額の一部また

は全額について損害賠償を請求することができる

法理である。このことは、損害に対する寄与度が

低いにも関わらず、経済的な負担能力のある者（一

般には大企業）に対して、狙い打ち的に全額につ

いて損害賠償請求が行われるという弊害が生ずる

といわれてきた（いわゆるディープポケット理論）。

そのため、前述のように３４州（１９９６年末

現在）で、何らかの形で連帯責任法理の修正が行

われ、連帯責任法理の修正は、州不法行為法改革

の主要項目となっており、６州では、完全に連帯

責任を排除し分割責任となっている。

オハイオ州における連帯責任に関する規定を新

旧の法律に関して比較すると以下のようになる。

新法では、原告の損害に対する寄与がある場合（い

わゆる日本法にいう過失相殺事例）には、一般的

には被告の責任は分割責任となり、寄与度の低い

被告が損害額全額に関して責任を負うことはなく

（図表２参照）、このような被告の責任が軽減され

ることになる。

《図表２》連帯責任の適用に関する新旧法比較

旧法 新法（ORC§2207.31）

損害に対する原告の寄与がない場合 連帯責任 同左

損害に対する原告の寄与がある場合
経済的損害－連帯責任

非経済的損害－分割責任

経済的損害－分割責任

但し被告の寄与度が５０％以上の場合

を除く

非経済的損害－分割責任

＜例１＞

経済的損害　　50,000ドル

非経済的損害　50,000ドル

　被告Ａの寄与度　９０％

　被告Ｂの寄与度　１０％

被告Ｂが 100,000 ドルの損害

賠償責任を負う可能性あり

・被告Ｂの最大責任額は,10,000ドル

・被告Ａは経済的損害に関し 50,000 ド

ルの責任、非経済的損害に対し 45,000

ドルの責任を負う可能性あり
判

　

決

例

＜例２＞

経済的損害　　50,000ドル

非経済的損害　50,000ドル

　被告Ａの寄与度　２５％

被告Ｂの寄与度　２５％

　被告Ｃの寄与度　２５％

  被告Ｄの寄与度　２５％

いずれの被告も最大 100,000

ドルの損害賠償責任を負う可

能性あり

いずれの被告も最大 25,000 ドルまでの

損害賠償責任しか負わない
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②責任法理に関する規定

従来、アメリカの過失責任理論においては、原

告（被害者）自身に過失、すなわち寄与過失

（contributory negligence）がある場合には、そ

の被害者は、加害者から一切の賠償を受けること

ができないことになっていた。しかし、この寄与

過失法理の適用によって、被害者の過失が認めら

れる限り、その過失の程度を問題とすることなく、

加害者に対する全ての賠償請求を否定するもので

あるため、被害者にとって極めて酷な結果を強い

るものとなっていた 9。

そこで、オハイオ州では、１９８０年に寄与過

失 法 理 を 修 正 し 、 比 較 過 失 （ comparative

negligence）法理が採用されるようになった。比

較過失法理の採用により、被害者に過失があって

も、全面的に加害者の責任を否定するのではなく、

被害者の過失の程度によって、損害賠償額を減額

するという考え方である。

減額方式には、いくつかの方式がある 10 が、

１９８０年にオハイオ州で採用された減額方式は、

５０／５０％方式といわれるものであり、原告の

過失の程度が、全被告の過失の程度と同等か、あ

るいはそれを下回る場合において、その責任割合

を認めようとする考え方である。従って、原告の

過失の程度が被告の過失の程度を上回る場合には、

原告の賠償請求は否定され、逆の場合には、原告

の過失程度に応じて賠償額が減額される（図表３

参照）。

《図表３》オハイオ州法における比較過失法理

例１ 例２

原告過失　　　４０％

被告Ａの過失　３０％

被告Ｂの過失　３０％

原告過失　　　６０％

被告Ａの過失　２０％

被告Ｂの過失　２０％

原告が得られる賠償

６０％ ０％

新法においては、製造物責任訴訟を含む全ての

民事訴訟に適用される過失責任法理としては、比

較過失法理が適用されることが明示される（ORC§

2315.19）とともに、原告の過失割合が訴外の不法

行為者を含む全ての不法行為者の過失割合を超え

ない場合に、損害賠償を受けることができるもの

とされている（ORC§2315.20）（図表４参照）。

《図表４》オハイオ州法による比較過失法理の適用

旧法 新法（ORC§2315.19,20）

原告過失　　　４０％

被告Ａの過失　１０％

被告Ｂの過失　２５％（和解成立）

被告Ｃの過失　２５％（和解成立）

被告Ｂ、Ｃの過失割合は勘案

しない（原告の賠償請求は認

められない）

被告Ａ，Ｂ，Ｃの過失割合の合

計と原告の過失割合を比較する

（原告の賠償請求認容）

③非経済的損害賠償額（Non-Economic Damages）

の制限

アメリカでは、慰謝料等の非経済的損害賠償額

が高騰し、その額を立法により制限しようとする

動きが続いており、前述のように、いくつかの州

の制定法の中に取り入れられている（１９９６年

末現在１０州）。

最近の傾向として、前述のアラスカ州法のよう

に、非経済的損害額の制限に関して、被害者の損

害程度に応じて制限額に差を設けることが多くな

っている。オハイオ州法においても、非経済的損

害賠償額の制限は、被害者の損害程度に応じたも

のとなっている（ORC§2323.54）（図表５参照）。



《図表５》オハイオ州法における非経済的損害賠償額の制限

通常のケース 被害者の損害が大きい場合※

250,000 ドルまたは経済的損害額の３倍

のいずれか大きい額

但し、500,000 ドル限度

100 万ドルか想定余命年数に 35,000 ドル

を乗じた額のいずれか大きい額

例１

経済的損害額　：100,000 ドル

非経済的損害額： 50,000 ドル

　　　　制限額： 50,000 ドル

経済的損害額　：1,000,000 ドル

非経済的損害額：1,000,000 ドル

想定余命　　　：　　　20年

　　　　制限額：1,000,000 ドル

例２

経済的損害額　：100,000 ドル

非経済的損害額：500,000 ドル

　　　　制限額：300,000 ドル

経済的損害額　：1,000,000 ドル

非経済的損害額：6,000,000 ドル

想定余命　　　：　　　20年

　　　　制限額：1,000,000 ドル

例３

経済的損害額　：1,000,000 ドル

非経済的損害額：6,000,000 ドル

想定余命　　　：　　　50年

　　　　制限額：1,750,000 ドル

※：四肢の欠損、重要な身体機能の喪失により独立の生活を行うことができない状態（いわゆる後遺障害）

④懲罰的損害賠償の制限

懲罰的損害賠償は、加害者の行為に特に悪意性

が認められる場合に、通常のてん補損害賠償

（compensatory damages）とは別個に課されるも

のであり、アメリカのＰＬ訴訟において、特にい

きすぎた責任が課される例として紹介されている。

懲罰的損害賠償の制限は、連邦ＰＬ法案の中で

も中心的な項目の一つであり、前述のように、州

不法行為法改革においても３１州で何らかの形で

懲罰的損害賠償額の制限が行われている（１９９６

年末現在）。懲罰的損害賠償を課す目的は、悪意

性の強い行為を行った加害者を罰するとともに、

将来的な抑止効果を得ようとするものである。し

かし、陪審評決において課される懲罰的損害賠償

額に一定の基準があるわけではなく、時として、

極めて過大な懲罰的賠償額が課されることがある

ために、企業活動を萎縮させたり、製品価格の高

騰を招き、さらには製品自体の供給ができなくな

るために国民生活にとってマイナスになるともい

われている。

オハイオ州の場合も他州同様、懲罰的損害賠償

の制限を州法の中に規定している（ORC§2315.21）

（図表６参照）。

《図表６》オハイオ州法における懲罰的損害賠償の制限

内容 例１ 例２

てん補損害賠償額（経済的損害額

と非経済的損害額の合計）の３倍

あるいは 100,000 ドルのいずれか

低い金額

てん補損害賠償額

100,000 ドル

懲罰的損害賠償評決

50,000 ドル

　裁判官認定：50,000 ドル

（評決通り）

てん補損害賠償額

100,000 ドル

懲罰的損害賠償評決

500,000 ドル

裁判官認定：100,000 ドル

（左記条件適用）

２５人以上の被用者を雇用する企

業の場合、てん補損害賠償額の３

倍あるいは 250,000 ドルのいずれ

か大きい金額

てん補損害賠償額

100,000 ドル

懲罰的損害賠償評決

50,000 ドル

裁判官認定：50,000 ドル

（評決通り）

てん補損害賠償額

100,000 ドル

懲罰的損害賠償評決

500,000 ドル

裁判官認定：300,000 ドル

（左記条件適用）



Vol.24

⑤法定責任期間（statute of repose）

アメリカの不法行為訴訟で適用される出訴期限

には、大きく分けて「出訴期限（statute of

limitation）」と「法定責任期間(statute of

repose)」と２種類がある。前者は、被害者やその

遺族である原告が、被告に対し損害賠償を請求す

る法的権利があるにも関わらず、その権利を行使

しないこと、および被告が無期限に損害賠償請求

されることを防ぐ目的のために設けられているも

のであり、後者は、製品がいつまでも市場で使わ

れている限りＰＬ訴訟に脅かされることを防ぐた

めに設けられるものである 11。

オハイオ州法における法定責任期間は、医療過

誤訴訟については６年（ORC§2125.02）、ＰＬ訴

訟については１５年（ORC§2305.10）とされてい

る。

⑥ＰＬ訴訟に関する規定

オハイオ州法は、上述の規定に関しては全ての

民事訴訟に適用されるが、厳格責任法理を採用す

るＰＬ訴訟にのみ適用される規定があり（ORC§

2307.71）、重要な事項としては、つぎのような規

定がおかれている。なお、ＰＬ訴訟においては、

厳格責任法理も過失責任法理もいずれの法理の適

用も考えられる。

ａ）原告は製品の製造者を特定する必要がある。

ｂ）消費者期待基準（consumer expectation test）

は適用しない 12。

ｃ）業界責任理論（enterprise liability theory）13

及び選択的責任理論（alternative liability

theory）14は適用しない。

特に、消費者期待基準は、１９９７年５月にア

メリカ法律協会（ＡＬＩ）で承認された第３次リ

ステイトメントにおいて、製品の欠陥基準として

は採用しないとされている。いきすぎたＰＬ責任

を修正するものとして承認された第３次リステイ

トメントに現れている考え方は、既に州裁判所の

判例や州不法行為改革法で示されてきた流れを追

認していることが窺える。また、州不法行為法改

革の方向性が、連邦ＰＬ法改革の方向性と一致し

ているものと考えられる。

２．州不法行為法違憲判決の動向

(１)不法行為法改革を制限する動き

一方、州不法行為法改革が進展する中で、不法

行為改革法の一部ないしは全体に対して違憲判決

が下される例もあり、アメリカにおいて、被告の

責任を制限する方向への一方的な不法行為法改革

が進んでいるわけではないことに注目しておかな

ければならない。このような観点から本稿では、

１９９７年１２月１８日のイリノイ州最高裁にお

ける違憲判決について検討する。

イリノイ州最高裁は、非経済的損害賠償額に５０

万ドルの制限を設けている１９９５年民事訴訟改

革修正法（以下「修正法」という）15（図表７参照）

に関して違憲判決を下した 16。

《図表７》イリノイ州民事訴訟改革修正法の主要条項

項 目    内 容     

懲罰的損害賠償額の制限

１） 経済的損害額の３倍を限度とする

２） 損害が他人の権利に対する著しい無関心によって惹起されたことの証明を要す

る（要件の厳格化）

３） 裁判官に制限額の減額権限を与える

非経済的損害賠償額の制限 すべての民事訴訟に対して５０万ドルに制限する

連帯責任の免除 経済的損害賠償及び非経済的損害賠償について連帯責任を免除し、分割責任とする

過失責任原則

１） 原告の寄与過失が５０％以上の場合、原告は損害賠償を得られない

２） 原告の寄与過失が５０％以下の場合、経済的損害賠償及び非経済的損害賠償は、

原告の過失分減額される

３） すべての不法行為者の過失割合を勘案する

製造物責任改革条項

１） 製品製造時点の州及び連邦製品安全基準に合致し、合理的に予測可能な代替設

計が存在しなかった場合は責任は生じない

２） すべての製造物に対する法定責任期間は、出荷後１２年または、消費者へ販売

後１０年のいずれか早い方とする



(２)イリノイ州最高裁違憲判決の背景

本判決は、当初、Madison 郡巡回裁判所に提起さ

れた２件の身体傷害及び死亡を理由とする不法行

為損害賠償請求を併合し上訴された事件に対する

ものである。両訴訟とも、修正法の条項の適用に

反対する宣言的判決を求めるとともに、修正法の

一部無効に関する略式判決 17 を求めたものであっ

た。巡回裁判所は原告らの上記主張を容れ、非経

済的損害の制限条項など修正法の条項が州憲法に

違反すると判決したため、これらの事件は、併合

され直接州最高裁に上訴された。これら２つの訴

訟の概略は次のようなものであり、事件①の場合

は、労災事故であるとともに、ＰＬ訴訟として争

われた。

①Vernon Best v. Taylor Machine Works et al.事件

本件は、原告 Vernon Best 氏によって提訴され

たものであり、１９９５年に Laclede Steel 社に

おいて、フォークリフトを操作中にけがをしたも

のである。フォークリフトは、被告 Taylor Machine

Work 社が、設計・製造し、同 Allied Industrial

Equipment 社に販売された。Best 氏は、フォーク

リフトで熱した鉄屑を移動させる作業中に、フォ

ークリフトの支柱が折れたことによって、骨折す

るとともに、体表面の４０％に相当する火傷を負

った。Best 氏は、Taylor 社、Allied 社、そしてフ

ォークリフトに使われていた可燃性の部品を製造

した Lee Helms 社の３社を相手取り、彼の負傷に

対する製造物責任訴訟を提起したものである。

②Jonathan Isbell, Administrator of the Estate

of Steven A. Kelso v. Union Pacific Railroad

Company et al.事件

一方本件は、同じく１９９５年に Madison 郡の

鉄道踏切で、列車と衝突して死亡した Steven Kelso

氏（当時２０才）の遺族によるものであった。彼

は、トラックを業務運転中に、Union Pacific

Railroad 社の列車と衝突して死亡した。彼の遺族

は、Union 社と列車の運転手に対し、不法死亡

（wrongful death）訴訟を提起したものである。

上訴を受けて最高裁は、修正法中の「非経済的

損害賠償額制限条項」の他、「連帯責任免除条項」、

「共同不法行為者に関する条項」、「診療記録の

開示条項」の４条項が、同州の１９７０年憲法に

違反すると判示した。

③非経済的損害賠償額の制限

イリノイ州最高裁の違憲判断によると、非経済

的損害賠償額に制限を設けることは、重大な損害

を被った原告を不当に差別することになり、責任

を負うべき被告を優遇することになるという。ま

た、州憲法は、州議会に陪審裁判の方式を決定す

る権限を与えておらず、その権限は専ら司法権限

であり、責任制限条項は、州憲法上の権力分立原

則に違反するとした。

すなわち、司法は、特定の事件において、証拠

に基づき、独立の判断で適当と思われる場合には、

過大な陪審評決を減額する義務をも負っていると

考えることができる。これは、憲法によって付与

された専権事項である。しかし修正法の責任制限

条項は、個々の陪審評決の特別事情を考慮するこ

となく、法の規定によって損害額を一定限度に制

限することになるため、司法の権限を侵触するこ

とになると判断しているのである。

④連帯責任免除条項の違憲性等

さらに、連帯責任免除条項、原告の診療記録の

無制限開示を要求する条項、共同不法行為者に関

する条項に関して修正法の規定を無効とした。こ

れらの条項に関する違憲理由は次の通りである。

ａ）連帯責任を分割責任とする条項は、憲法上

の個別法律禁止規定に抵触する。

ｂ）傷害による損害賠償を訴求する者に対して、

訴訟当事者及びその他要求する者に対し、全

ての診療記録の開示を同意させるとするのは、

イリノイ州憲法の権力分立規定及び、プライ

バシー保護原則に違反する。

ｃ）共同不法行為者の一人が原告の雇用者が負

うべき寄与分について求償訴訟を提起しても、

雇用主は当該被告に対する支払い義務はない。

しかしこの場合、本来共同不法行為者から得

られるべき損害賠償金は、雇用主が負うべき

負担分に相当する金額分減額されることにな

り、違法である。

このような違憲条項は、修正法の他の条項とも

密接に関連しており、当該法律は全体として無効

であるとされた。
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(３)違憲判決の影響

不法行為法改革に対する推進者も反対者も、本

判決の影響はかなり広く及ぶと見ており、イリノ

イ州において今後数年間は、新たな不法行為法制

定の機運は盛り上がらないだろうという見解で一

致している。すなわち、本判決は、修正法の条項

が州憲法に明示的に違反するとされたため、連邦

最高裁への上訴が考えにくく、判決で示された違

憲理由の重要性を考慮すると、州議会は新たな立

法を行うことに消極的になると思われる。さらに、

１９９５年初め、短期間のうちに州議会両院協議

会で修正法をまとめあげた、不法行為法改革に熱

心な共和党勢力が衰えており、新たな代替立法を

成立させるのは困難とみられる 18。

Ⅲ．連邦製造物責任法案の概要と問題点

１．連邦製造物責任法案の位置づけ

前章において、州不法行為法改革の動向を概観

し、現在のアメリカにおけるＰＬ訴訟を含めた民

事訴訟上の主要な法的論点を明らかにした。州不

法行為法改革においては、被告の責任を一方的に

制限する方向への法の進展だけではなく、その揺

り戻しの状況もあることを指摘した。

本章においては、現在の連邦議会における法案

審議の動向と連邦ＰＬ法案の位置づけについて論

ずる。１９９６年のアメリカ合衆国連邦第１０４

議会における連邦ＰＬ法案は、上下両院で可決さ

れながら、最終的に大統領の拒否権行使によって

成立しなかったことは記憶に新しいところである 19。

１９９７年の第１０５議会において、会期開始早々

に連邦ＰＬ法案は、上院法案（Ｓ．５）20として再

度提出された。Ｓ．５法案は、一部修正の上、Ｓ．

６４８法案として上院商業問題小委員会で可決さ

れ、その後ホワイトハウスとの間で法案修正の協

議が続けられ、１９９７年１０月に製造物責任法

案協議案 21 として公表されている。この協議案を

クリントン大統領は支持しているとされているが、

現在のところ上下両院議員の意見は分かれており、

具体的な進展をみせていない。一方、消費者運動

グループからは、本協議案は、消費者の権利を著

しく損なうものであるとして反対の声があがって

いる。

第１０５議会で連邦ＰＬ法が成立するとすれば、

この協議案に基づいたものになるとみられている

ところから、本章では、この協議案の主要条項、

及びその原案であるＳ．５法案を中心に検討し、

現在のアメリカ不法行為法上の問題が、どのよう

に法案に反映されているか論述したい。

２．立法趣旨

(１)アメリカ製造物責任法分野における問題

連邦法としてのＰＬ法案が繰り返し提案される

のは、前述の州不法行為法改革と同様、製造物に

起因して加重な責任が企業に課されることを制限

することにある。そこで、連邦ＰＬ法を制定しよ

うとする連邦議会の立法趣旨をみることにしたい。

訴訟において、特定の法律問題について当事者間

で争いがあり、当該法分野についての制定法があ

る場合には、裁判官は法の文理解釈を行うのが基

本であり、この公理は繰り返し判決の中で言及さ

れてきた 22。文理解釈でも不明確な場合には、裁判

官は、当該法律の立法審議における議事録から立

法趣旨を解釈することになる。

例えばＳ．５法案では次のように法文上明確に

規定されており、連邦議会議員が、いかなる立法

意図を有して連邦ＰＬ法を制定しようとしている

かを条文から直接読みとることができる。すなわ

ち、①アメリカでは、訴訟が濫発することにより、

民事裁判の遅延が生じ、訴訟費用の増加を通じて

国民経済にマイナスの影響が及ぶ(sec.２(a)(1))23

とともに、②製造者に予測不能な、そして時には

恣意的とも思われる高額な損害賠償金が課された

り、不合理な連帯責任が課されたりすることによ

って、製品価格が上昇したり製造が中止され、結

局は消費者の不利益につながる（同 (a)(2)、(4)）、

などかつて１９８０年代にいわれていたことが理

由としてあげられている。特に、③このような加

重な責任は中小企業に製造萎縮効果を及ぼす（同

(a)(5)）とともに、④加重な責任を課すことによ

ってアメリカ企業の国際競争力を低下させ、雇用

の減少、ＧＤＰの減少につながる（同(a)(6)）と

いうようなことまで条文上明記されている。さら

に、⑤責任保険保険料が高騰し、保険入手不能が

生ずる（同(a)(7)）とまで明記している。
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このような状態を解決するには、州レベルの不

法行為法改革では限界があり（同(a)(8)）、州際

通商障壁を除去し、国民のデュー・プロセスを保

障するのは、連邦政府に与えられた憲法上の責務

である（同(a)(9)）と、高らかに宣言している。そ

して、連邦政府は、憲法における州際通商条項 24及

び第１４修正条項に基づき、商品、サービスの自

由な流通を確保し、州際通商を円滑にすることを

目的に、①連邦統一的なＰＬ法理を確立する（sec.

２(ｂ)(1)）25 とともに、②適切な賠償上限額を設

定し（同(ｂ)(2)）26、③民事訴訟における公正な

責任分担原則を確立（同(ｂ)(3)）27 することによ

り、民事裁判における公正を確保し、予測可能性

を回復するものとしている。

このような連邦ＰＬ法の制定目的は、企業に対

する保護立法であり、消費者の不利益につながる

といった強硬な反対意見が表明されている。

３．州法に対する専占

(１)専占規定と責任法理

特定法分野で連邦法が制定されると、当該法分

野では連邦法の明示規定により、また議会議事録

などから黙示的にもその立法趣旨が忖度され、州

法の規定に専占することになる。連邦法の州法に

対する専占をめぐる争いが生ずることを防ぐ意味

からも、連邦法の制定の際は、条文上できるだけ

明確に専占範囲を規定することが望ましいとされ

ている。協議案では、連邦ＰＬ法が製造物に起因

して生じた損害を理由とする、いかなる州及び連

邦裁判所における製造物責任訴訟 (product

liability action）に専占すると規定している

(sec.102(a)(1))。かつて小型機の製造者の責任を

緩和する、航空機産業活性化法（General Aviation

Revitalization Act）28など、一部の特殊不法行為

法分野で連邦統一的な責任制限立法が行われた例

があるが、ＰＬ法のような不法行為法分野におけ

る主要な法領域で広範な連邦専占法理が適用され

るような法律はなかったといってよいだろう 29。従

って、この規定は、連邦ＰＬ法案の主要項目の一

つといってよい重要な規定であると考えられる。

但し、製造者に適用される責任法理については、

連邦ＰＬ法の専占規定は適用にならないことに注

意しなければならない。すなわち、いわゆる製造

者に厳格責任法理が適用されるか、過失責任法理

が適用されるかは、各州の不法行為法に従うもの

とされている（sec.102(b)）。日本でもＰＬ法が

施行され、ＰＬに無過失責任法理が適用されるよ

うになったが、従来の過失責任法理と大きな差は

ないといわれているように、アメリカでのＰＬ訴

訟で重要なのは、責任法理の差ではなく、陪審評

決により加重な懲罰的損害賠償責任が課されたり、

連帯責任によって不合理な責任が課されることの

方が問題であると考えられる。このことは、上述

の連邦ＰＬ法の立法目的からも読みとれるもので

ある 30。

(２)専占除外規定

連邦ＰＬ法の適用が除外される主要なものとし

ては、商事及び契約法によってのみ規定される契

約上の経済的損失がある（sec.102(a)(2)(A)）。

さらに、たばこに起因した損害賠償請求訴訟はた

ばこ関連の連邦及び州法の規定が適用される

（sec.102(a)(2)(C)）とともに、豊胸材に関する

損害賠償訴訟も同様に連邦ＰＬ法が専占しないも

のとされている（sec.102(a)(2)(D)）。これらの

規定は、Ｓ．５法案ではみられないものであり、

１９９７年のたばこ関連連邦包括和解法案の進展

やダウ・ケミカル社に対する大規模クラス・アク

ションの進展があるために、これらの製造物に関

するＰＬ訴訟は除外したものと考えられる。

４．懲罰的損害賠償の制限

(１)懲罰的損害賠償請求の要件

連邦ＰＬ法制定の主目的が、懲罰的損害賠償を

制限しようとすることであるのは明白である。連

邦最高裁は、懲罰的損害賠償を課すことの権限は

州が有し、懲罰的損害賠償は不法行為損害賠償請

求の一つと考えられると繰り返し判示してきた。

原子力法分野での代表的な判例として、Silkwood v.

Kerr-Mcgee Corp 事件連邦最高裁判決があるが、こ

の事件では、連邦法としてのＰＡ法は、州の懲罰

的損害賠償を課す権限に専占しないという連邦最

高裁判決が下されている 31。

例えば、ペンシルヴェニア州の実務判例では、

一般的に懲罰的損害賠償の認容を不法行為に関す
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るリステイトメント 32 に規定した通りの運用が行

なわれてきた。すなわち、同州の懲罰的損害賠償

を許容する法目的は、非難性の高い行為を行った

行為者を罰することによって、将来的な抑止効果

を得ることである。州によって懲罰的損害賠償を

課すことのできる要件は異なっているが、基本的

には悪性の強い行為をした被告に対する非難とい

う性格が強い。

しかし、州の不法行為法改革の一環として、ペ

ンシルヴェニア州でも、懲罰的損害賠償請求を制

限する規定がおかれており、前章でみたとおり、

多くの州で懲罰的損害賠償額に制限を設ける立法

が行われている。また、懲罰的損害賠償はいわれ

ているほどには頻繁に課されているわけではなく、

１１州の陪審評決２５，６２７例を調査したうち、

懲罰的損害賠償評決が下されたのは、わずか４．４％

にすぎないという研究結果もある 33。懲罰的損害賠

償に全国的な注目が集まるのは、マクドナルドの

コーヒーを運転中に膝にこぼした老婦人に対し、

２７０万ドルの陪審評決が下された事例など、極

端なものが目立つからであろう 34。

連邦ＰＬ法で懲罰的損害賠償額に一定の制限を

おくと同時に、連邦レベルの統一的な懲罰的損害

賠償を課すことのできる基準を設けようとするこ

とが重要である。協議案では、原告が懲罰的損害

賠償を請求できるのは、原告が「被告の他人の権

利侵害に対する意図的かつ目に余る無関心によっ

て事故が生じたことを明白かつ確信を抱くに足る

証拠（clear and convincing proof）を提示」す

ることが要件となり（sec.111(a)）、懲罰的損害

賠償請求の要件に関して州法上の規定に専占する

ことになる。

(２)懲罰的損害賠償額の制限

さらに、懲罰的損害賠償額の制限として、中小

企業保護を目的とした規定をおいている。すなわ

ち、年間売上高５００万ドル以下で正規従業員が

２５人以下の企業に対する懲罰的損害賠償は、て

ん補損害賠償金の２倍か、２５万ドルのいずれか

少ない額を限度として認めるというものである

（sec.111(b)(1),(2)）。

しかし、１９9６年にクリントン大統領が連邦Ｐ

Ｌ法案に拒否権を発動した時の主たる理由が、懲

罰的損害賠償の額に制限を設けることは、欠陥製

造物から生ずる危険によって国民の安全が脅かさ

れることになるというものであった。特に、２５

人以下の中小企業によって製造される粗悪製品に

よって国民の健康と安全が脅かされているともい

われている。一例をあげると、一部の航空会社の

定期航空便で使われている取り替え部品が連邦Ｐ

Ｌ法案で懲罰的損害賠償が制限されることになる

零細企業の製造する粗悪偽造部品であったともい

われている 35。また、ＰＬ事故の防止のために、ア

メリカ消費者製品安全委員会（ＣＰＳＣ）が強制

的な製品安全基準を設けているものとして花火や

幼児用玩具があるが、これらの製造者の多くが従

業員２５人以下の中小企業であることを忘れては

ならない。実際問題としてこれらの企業は、高額

の責任保険に加入するだけの資力もないだろうし、

高額の懲罰的損害賠償を課したとしてもその執行

には問題が残ろう。但し、今回の連邦ＰＬ法案で

は、原告の懲罰的損害賠償を請求できる要件が厳

格になっている。被告が上述（１）のような悪性

の強い行為を行ったことがその要件となる。

従って、これら中小企業であっても、ＣＰＳＣの

ような行政機関の定める製品安全基準を遵守して

いることが証明されるならば、懲罰的損害賠償を

課されることにはならないものと考えられる。

５．法定責任期間に関する規定の問題点

(１)欠陥製品による労災事故

業務中に、職場（workplace）において欠陥製品

によって死傷した労働者は、州労災補償法によっ

て労災保険で補償される。しかし、当該労働者は、

別途欠陥製品を製造した製造者に対して不法行為

に基づく損害賠償請求を行うことができる。しか

し、製造後１８年以上経過した職場で使用されて

いる耐久財によって生じたＰＬ事故については、

労働者は請求権を行使することができなくなる

（sec.107(a)(2)）。この規定により、１８年以上

経過した職場のエレベーターや産業機械で死傷し

た労働者はＰＬによって補償されず、唯一州労災

補償法に従った給付を受けることができるにすぎ

ない。

州労災補償法による給付は一部補償が原則であ

るが、労災事故を被った労働者は、欠陥製造物製

造者に対して行うような追加的な損害賠償請求を



雇用者に対して行うことは禁止されているため、

不十分な補償しか受けられなくなる恐れが強いも

のと考えられる。被用者以外の者が同じ製品によ

って死傷した場合、製造者に対して完全賠償の請

求を行うことができるとともに、懲罰的損害賠償

の請求をも行うことができるのに対し、労災補償

法上、雇用者に対する懲罰的損害賠償の請求など

もできないことになっているのである。

なお、職場の耐久財など、sec.107 に規定する耐

久財に対しては法定責任期間の定めがあるが、そ

の他の製造物に関しては、被害者が事故が生じた

ことを知ったときから２年以内に請求しなければ

ならないという出訴期限に関する規定があるにす

ぎない 36。

(２)中毒による死傷の問題

法定責任期間条項の中で、有害物質による死傷・

疾病（toxic harm：中毒疾病）に対する除外条項

（s.107(a)(2)(B)）が重要である。すなわち、本

条項では、法定責任期間が適用される耐久財によ

る死傷には中毒によるものが除外されることにな

っている。従って、耐久財に有害物質が含まれて

いて、その耐久財製造後１８年以上経過していた

場合であっても、有害物質による中毒によって疾

病に罹患した労働者は、当該製品製造者に対する

損害賠償請求権の行使は制限されない。有害物質

による疾病は、晩発的に発症するところに特徴が

あり、有害物質の曝露から２～３０年経過した後

に発症する例もある。従って、本法定責任期間の

規定に関わらず、疾病労働者は、自らが有害物質

の曝露による疾病が発症したことを認識したとき

から２年以内の請求であれば、損害賠償請求権を

行使することができる。

(３)アスベスト問題との関連

本法案では、有害物質に関する定義は為されて

おらず、本条項がアスベスト事件への適用を意図

したものか否かについて明確ではない。有害物質

か否かの判断は、事例毎に為されるところに問題

がある。現在、アメリカにおいて、大規模不法行

為損害賠償請求訴訟としてアスベスト訴訟が依然

係属しており、アスベストが有害物質として本除

外条項に該当し、アスベスト曝露労働者が製造時

からの期間に関わりなく請求権を行使しうるか否

かは重要な問題になってくる。すなわち、アスベ

スト繊維を長期間にわたって吸入すると、肺ガン、

中皮腫、石綿症といった疾病に罹患することが明

らかになったため、主としてアスベストを用いた

作業に従事していた労働者から、アスベスト製造

者に対して多数の損害賠償請求訴訟が提起され、

アスベスト訴訟は、アメリカにおけるＰＬ問題の

代表的なものの一つとなった経緯がある 37。しかし、

アスベスト自体が有害物質ではなく、特定の疾病

因子と結び付いた時にのみ、有害性をおびるとい

ったような研究もあり 38、有毒性に関する明確な定

義が法律上為されていないと、訴訟において問題

になり十分な被害者保護ができないといった問題

が生ずることが危惧される。アスベスト訴訟につ

いては、連邦ＰＬ法と現代型大規模不法行為訴訟

との関連で次章Ⅳにおいて論述する。

６．和解申し出条項に関する問題

従来の連邦ＰＬ法案にはなく、本ＰＬ法案にお

いて新たに規定された条項として和解申し出に関

する条項がある。本条項によると、正式審理前の

和解勧告を拒絶した当事者が、正式審理において

その和解案よりも原告不利の判決を得たり、敗訴

した場合には５０，０００ドル以下の罰金が課さ

れることがあるというものである（sec.110(e)）。

この条項は、原告、被告を問わず適用されるが、

和解を拒否した原告の方に不利に作用すると考え

られる。

Ⅳ．大規模不法行為訴訟の解決に対する限界

以上、州と連邦における主要な立法及び判例を

通して、現在のアメリカにおける不法行為法の展

開について検討してきた。本章では、本稿のもう

一つの主要論点である、アスベスト、たばこ、豊

胸材訴訟など大規模不法行為訴訟についての法的

解決の困難性について論ずる。

前章でみたように、本連邦ＰＬ法案では、アス

ベスト、たばこ、豊胸材訴訟など、現在問題にな

っている大規模不法行為訴訟に対する有効な解決

策を提示できていないと思われる。これらの訴訟

については、それぞれの分野における新たな立法
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や包括的和解枠組みの形成など、司法府だけの機

能の限界から政治的な決着を指向せざるを得ない

状況にあるものと考えられる。

１．アスベスト訴訟解決への限界

本章では、上記のような観点から、アメリカに

おけるＰＬ訴訟の代表的なものとして、アスベス

ト訴訟を取り上げ、本ＰＬ法案の条項との関連を

みながら論述していくものとする。この訴訟につ

いては、将来の晩発性疾病発症者に対するクラス・

アクション和解を目的としたクラス形成の合法性

を争った連邦最高裁判決が下された 39 ところであ

り、本ＰＬ法案との関連からいえば、有害物質に

よる法定責任期間の問題、及び和解申し出に関す

る条項との関連で重要な意義を有するものと思わ

れる。

２．アスベストの有害性

アスベストの有害性は、１９３０年代から認識

されており、１９４０年代から５０年代にかけて

数百万人がアスベストに曝露したといわれている。

アスベストへの曝露は、アスベスト製造工場の労

働者だけではなく、アスベストが断熱材として建

材に使用されていたところから、一般の市民の曝

露者も数多く存在する。アスベストによる具体的

な疾病が顕在化してきたのは、１９６０年代にな

ってのことであり、１９７０年代に入ってアスベ

ストを原因とするＰＬ訴訟が頻発するようになっ

た。アスベストの危険性は、その致死率の高さと、

吸入から発症までに時間がかかるといった晩発性

にあるものと考えられる。致死率は、アスベスト

曝露労働者の２０％、さらに喫煙労働者の致死率

は、非喫煙労働者の１０倍にも達するといわれて

おり 40、発症までの潜伏期間が４０年にも及ぶとい

うような超長期の晩発性が問題となる。このような

ことから、アスベスト関連の死亡者数は、２０００

年までに２０万人、２０１５年までには２６．５万

人と予測する研究結果もある。また、アスベスト

による疾病かあるいは他の原因が複合して発症し

たものか、疾病の特異性の認定とも関連し困難な

問題が生ずることになる。

３．アスベスト訴訟の経緯

本章において論述するアスベスト被害に関する

クラス認定違法判決の経緯は、次のような事実に

由来する。上述のように、１９７０年代以降、ア

スベスト曝露者からの多数の損害賠償訴訟が提起

されるようになると、事実審段階において、アス

ベスト曝露と疾病との因果関係の証明をめぐって

繰り返し争われることが多く、裁判が長期化する

ととともに訴訟費用が増大するという問題が生じ

てきた 41。訴訟案件の半数以上が、原告に対する実

際の損害賠償額よりも訴訟費用の方が高くつくと

いった状況になり、アスベスト製造会社による被

害救済基金が枯渇してしまい、将来の発症者に対

する賠償金の支払いが困難になるのではないかと

の懸念が生ずることになった。

このような状況に至り、１９９０年に、連邦司

法会議（United States Judicial Conference）は、

アスベスト問題に関する特別委員会を発足させ、

本章で問題とする和解目的のクラス・アクション

を認定し、アスベスト問題を包括的に解決するこ

とが提案されることになった。さらに、同委員会

の１９９１年の報告書 42 では、アスベスト問題の

唯一の解決策は、連邦法による特別立法によって

全国レベルの紛争解決スキームを形成することで

あると結論付けている。しかし、現在に至っても、

具体的な立法は行われていない。このような動き

は、最近のアメリカにおけるたばこ問題に関する

連邦包括和解法案の帰趨にも関連しており、興味

深いところである。

４．アスベスト訴訟の併合

立法的な進展がない中で、アスベスト訴訟が係

属していた８州の連邦裁判所判事は、アスベスト

訴訟を広域係属訴訟（multidistrict litigation）
43として、事実審理に入る前の係属中の全アスベス

ト訴訟を、ペンシルヴェニア東部地区連邦地裁に

併合することを決定した。

訴訟併合後、原告側訴訟代理人、被告側訴訟代

理人、そして旧アスベスト製造会社２０社で構成

される紛争処理センター（Center for Claims

Resolution）の訴訟代理人も加わり、和解交渉が

開始された。しかし、広域係属訴訟の決定は、既



に連邦地裁に提訴されていた事件のみを併合する

ことであり、和解交渉の焦点は、訴訟に加わって

いない将来の発症者（以下「未発症者」という）

に対する救済方法に関する問題に絞られていった。

訴訟併合を行った上で和解交渉を開始する主たる

目的が、従来乱訴状態にあったアスベスト訴訟に

関して、連邦レベルでの包括的な解決を図ること

であったことは事実であろう。

重要なことは、この目的の中に将来の発症者と

の和解を行うということが含まれていたことであ

り、この問題が、本章での主たる考察対象である

連邦最高裁判決に関連しているのである。

５．和解案の提案

(１)未発症者との包括和解

１９９１年１１月に、被告側訴訟代理人は、ア

スベスト被害救済基金を設立することを条件に、

当時係属中の訴訟を解決するとともに、将来のア

スベスト関連訴訟を禁止することを目的とした和

解を行うことを提案した。原告側訴訟代理人はこ

の提案を拒絶し、和解交渉は決裂した。しかし、

和解交渉決裂後、再度交渉が開始され、本章で問

題としているクラス・アクション和解協定の構想

が具体化することになった。

アメリカ不法行為法で特徴的なのは、多数の原

告を一つのクラスに形成して行う集団訴訟（クラ

ス・アクション）であり、大規模なＰＬ訴訟や原

子力事故による訴訟に典型的にみられる。アメリ

カ不法行為法において、現在は発症していないが

将来の発症がかなりの蓋然性をもって予測される

晩発性疾病に起因した損害賠償請求の問題として

検討する価値があると思われる。

本件は、アスベストメーカーと従来訴訟を提起

する意思のなかった以下のようなアスベスト曝露

者からなるクラス・アクションの代表者が、共同

してクラス・アクションの申し立てを連邦地方裁

判所に行ったものである。原告・被告双方が行っ

たクラス認定の共同申立は次のようなものであっ

た。すなわち、クラスを構成する対象者は、①被

告の職場でアスベストに曝露した経験があるか、

②自らの配偶者あるいは家族のいずれかがかつて

アスベストに曝露していた者である。被告は、ア

スベスト製造会社に対して訴訟を提起したことが

ない全ての者から構成されるクラス対象者の中か

ら９人が代表になることについて同意していた。

この要件に合致する潜在的なクラス対象者は、数

十万人に達するものと想定されている。クラス代

表者として指名された原告のうち数人は既に明ら

かな疾病症状を訴えているが、それ以外は、アス

ベストに曝露した経験を有するだけであり、現時

点では何の疾病症状も現れていない者であった。

しかし、申立人は、これらの者を区別するための

サブクラスに関する申し立てを行わなかったため

に、上記の９人がクラス全員の代表者として指名

された。

(２)和解合意事項

最終的に合意された内容は、①従来申立人に対

して訴訟あるいは請求を行ったことのないクラス

対象者の多くを除外した上で和解を行うこと、②

一定の曝露基準と症状基準に合致するクラス対象

者に対する補償支払基金の管理方法と運営基準を

明確にする、③補償の対象とするガン及び悪性疾

病を４区分の疾病群に分類し、疾病群に応じた認

定患者（qualifying claimants）に対する補償額

を決定する、④インフレ調整は行わない、⑤それ

ぞれの疾病群毎の年間支払対象者数に制限を設け

る、⑥クラス訴訟対象者の家族の損害、未発症曝

露者の精神的損害 44、に対する補償は行わない、と

いう６点に集約される。

６．連邦地裁決定と控訴審の判断

連邦地裁は、上記の内容をクラス対象者に通知

するという和解当事者の計画を承認し、和解のみ

のために提案されたクラスを承認した。この提案

に対しては、多数の反対意見が寄せられたが、裁

判所は、代表者はクラスを適切に代表して通知を

行うことになると判断し、和解は適正であると判

断した。さらに、最終決定の条件として、連邦地

裁はクラス対象者が連邦あるいは州裁判所に個別

のアスベスト関連訴訟を提起することを禁止した。

しかし、本件は控訴され、連邦第３巡回区控訴

裁判所は地裁決定を却下した。この和解案に対す

る反対者は、アスベスト曝露のみを主張する者（未

発症者）には原告適格がなく、本件クラス・アク

ションは違法であり無効であると主張した。しか
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し、控訴審は、クラスの認定がなければ原告適格

はないとしただけで、未発症者が原告適格を有す

るか否かに関しては実体的な判断を行うことを回

避した。すなわち控訴審は、当該クラスが、民事

訴訟規則上の要件である「他の問題にまさるクラ

スの共通の利益が存在すること」（２３(b)）及び

「代表者がクラスの利益を公平かつ適切に保護す

ること」（２３(a)(4)）の要件を満たしていない

という理由で、連邦地裁の行ったクラス認定は不

適切であると判示していた。

７．連邦最高裁判決

(１)和解目的のクラス・アクションの適合性

上訴に対し連邦最高裁は、和解のみを目的とし

たクラス・アクションでも認定されることを認め

たが、連邦民事訴訟規則２３に定めるクラス要件

は、当該事件に事件性があり、和解を含めて正式

審理までが想定しうるようなものでなければなら

ないとした。そして、未発症者には原告適格がな

いという反対者の主張に対しては、本件が正式審

理を前提とした事件ではなく法律上の争点も提出

されていないとして、具体的な判断を回避してい

る。

(２)連邦民事訴訟規則上の和解要件の判断

その上で、最高裁は、本件和解条項が民事訴訟

規則２３に定める要件を満たしているかに関し具

体的に判断を示している。最高裁は連邦民事訴訟

規則の規定を詳細に検討した上で、控訴審の判断

を支持し連邦地裁の行ったクラス認定を却下した。

これにより、将来の未発症者からの請求を封じよ

うとする被告アスベスト企業の請求は却下される

ことになった。

最高裁は、連邦地裁と和解当事者が依拠した事

実だけでは、連邦民事訴訟規則に規定する優先要

件（２３(b)(3)）を充足することにはならないと

している。すなわち、クラス認定を許容するため

には、アスベスト曝露に対する共通の経験を有し、

アスベストに起因した不法行為損害賠償請求過程

に固有の取引コストと危険を最小化しつつ、迅速

で公正な補償を得ることに対する共通の利益及び

和解の適正性を考慮しなければならないのである。

(３)クラス・アクション優先基準の判断

アスベスト曝露者は大規模な補償スキームによ

って救済されるべきというのは、立法者の意図し

たものであるが、それは連邦民事訴訟規則が要求

している優先性とは関係がない。優先要件は、個

別の事情を純粋に検討して、クラスメンバーを認

定するという法律問題あるいは事実問題に関する

ものである。そして、クラスメンバーはいくつか

の症状毎のカテゴリーに分類され、その分類自体

に固有の問題が多く、またカテゴリー内の個々人

も多様であるなどの不確実性を前提にすれば、優

先基準はクラスメンバーのアスベスト曝露の共通

経験だけでは充足されないとしている 45。

すなわち、連邦地裁によって認定されたクラス

は、クラス代表者とその他のクラスメンバー間の

利害衝突を明らかにするのに役立つ規則２３（ａ）

（４）の要件を充足しない 46。代表者はクラスの一

部であり、共通の利害を有し、そしてクラスメン

バーと共通の被害を被っていなければならないの

である 47。

しかし、本件では、多様な健康状態を有するク

ラス代表者がそれぞれのサブクラスの代表ではな

く、ひとつの巨大なクラスのために行動しようと

した。従って、本件クラス認定は支持され得ない

としたのである。ひとつのクラスの中で個々の利

害関係を同列に論ずることができないというのが

最も重要なことである。

Ⅴ．アメリカ不法行為法の今後の展開

１．大規模不法行為訴訟の解決への方向性

前章の連邦最高裁判決の趣旨としては、現時点

で発症していないアスベスト曝露者全てを包括し

たクラス・アクションによる和解は、曝露者の個

人差を明確に反映していないために認められない

というものである。さらに、和解対象者の絞り込

みを行うための通知が適切に行われたか否かとい

った連邦民事訴訟規則上の問題は、クラス・アク

ションを遂行するだけの優先要件が適切に判断さ

れたかという同規則上の根本法理に先行する問題

ではなく、まさにクラス代表者がクラス全体を適

切に代表しているかという基本的な問題において、



本件はクラス認定を否定されたものである。

本件判決後のたばこ訴訟や豊胸材訴訟の下級審

判決においても同様に、クラス対象者の症状の類

似性を厳密に判断し、安易なクラス認定の申し出

は却下される傾向にある。従って、潜在的な晩発

性疾病対象者との包括的な和解は行いにくいもの

となる。

このことは、相対的に低い金額での和解によっ

て紛争を包括的に解決しようとする製造者にとっ

て不利に機能すると思われる。すなわち、本稿で

検討した連邦ＰＬ法案との関連では、有害物質の

吸入や曝露による晩発性疾病によるＰＬ訴訟に関

しては、法定責任期間の適用はなく、症状発症後

の請求が認められるため、被害者にとっては不利

な条件での和解を強要されることはないものと思

われる。

但し、本ＰＬ法案における条項との関連では、

和解申し出に関する条項が問題となってくる可能

性がある。すなわち、本稿Ⅲ．６でみたように、

被告からの和解を拒絶し正式審理に持ち込んだ上

で、原告不利の判決が下された場合に、原告に対

して罰金が課される可能性がある。この問題は、

前章で検討したクラス・アクションに関する連邦

民事訴訟規則２３とともに和解手続に関する同規

則６８にも関連して問題になってくるとの指摘も

ある。今後、アスベスト類似の問題が生じてきた

ときに、和解と正式審理との選択をめぐって問題

となってくる可能性は否定できないであろう。

２．連邦法の専占に関する新たな問題

連邦ＰＬ法案では、懲罰的損害賠償額の制限は

中小企業に限定されることになり、それ以外の企

業に対する懲罰的損害賠償額の制限は行われない

ことになっている。最近の懲罰的損害賠償額を制

限する最高裁判決 48 などの動向をみる限り、過重

な懲罰的損害賠償は憲法上のデュー・プロセスの

要請からも制限されるものと考えられる。むしろ、

懲罰的損害賠償を請求しうる連邦統一的な証拠基

準を定めることの方が重要であろう。

本稿で論じたペンシルヴェニア州法による懲罰

的損害賠償の証拠基準は、「証拠の優越」

（preponderance proof）で足りるものとなってい

る。連邦法で規定しようとしている証拠基準(clear

and convincing proof)は、この基準よりも高度の

証明が要求されるため、懲罰的損害賠償の請求が

従来に比べて抑制される可能性があると考えられ

る。現在の各州の証拠に関する基準をみても、連

邦法と同じ基準を用いている州は２３州であり、

それ以外の州はほとんどが「証拠の優越」基準と

なっている 49。従って、このような民事訴訟の根本

的な法理に対する連邦法の専占をめぐる問題が生

ずる可能性があるものと思われる。

なお、懲罰的損害賠償は、本稿で論じたように

不法行為損害賠償請求の一つととらえられており、

提案されている連邦ＰＬ法の証拠基準でも、被告

の事故招致に対する故意を要件としたものではな

い。懲罰的損害賠償が責任保険で担保されるか否

かは州によって異なっているが 50、従来から責任保

険で担保されることになっている州においては、

責任保険実務上、証拠基準の厳格化によって、保

険会社の負うべき潜在的なエクスポージャーは軽

減される可能性がある。この点からすれば、Ｓ．

５法案の立法趣旨にある責任保険保険料の高騰へ

の対処ということがいえるのだろう。

本稿で論じた以外に、本ＰＬ法案には、小売商

の責任の緩和条項や、消費者の製品誤用や改造に

よって生じた損害に関する規定などが列挙されて

いるが、今後の協議案の進展を注視しつつ、検討

していくものとしたい。

３．アメリカ不法行為法改革の方向性

日本では、ＰＬ法の施行と、１９９８年１月１

日からの改正民事訴訟法の施行により、製造者の

責任が加重される傾向にあるのに対し、アメリカ

では、いきすぎた責任を制限する方向にあるとい

われている。しかし、本稿で検討したように、不

法行為法改革の実質的議論は、州不法行為法改革

の中で相当程度行われており、その方向性は被告

の責任を一方的に制限するものでもないことがわ

かる。

連邦法の制定は、従来からみるとその重要性を

減じているものと考えられないこともないが、依

然として、州間に法的不統一が存在していること

も事実である。不法行為に関する主要項目が、あ

る州では合憲、他の州では違憲といった状況が依

然存在する。州裁判所において判決が行われる限
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り、このような法の進展と揺り戻しといった状況

が続くことは避けられないところである。

このような状況において、不法行為法分野での

法の統一という一大事業が連邦第１０５議会で完

結するか否かは容易には予測しがたいが、各州の

議論の集大成として連邦法制定議論を検討してい

くことは意義があると思われ、今後の動向を注視

していきたい。

１ アメリカの連邦制度のもとでは、連邦政府は合衆国
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